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東日本大震災における対応 
（被災者生活再建支援制度関係、被害認定関係） 

 

Ⅰ．東日本大震災の概要 

 
＜３月１１日＞ 
 
〇東日本大震災の発生 
  →我が国の観測史上最大規模の地震、世界的にも 1900年以降４

番目の規模の地震（以下、１２月１３日緊急災害対策本部資料より） 
【別紙１参照】 

   ・発生日時：  平成２３年３月１１日１４時４６分 
   ・震源及び規模：三陸沖（牡鹿半島の東南東１３０ｋｍ付近） 
           、深さ２４ｋｍ 

、モーメントマグニチュードMw９．０ 
   ・各地の震度： 震度７ 宮城県北部 
           震度６弱以上の強い揺れを東北・関東８県

で観測 
   ・人的被害：  死者     １５，８４１名 
           行方不明者   ３，４８５名 
   ・建築物被害： 全壊    １２６，３４８戸 
           半壊    ２２７，４５３戸 
 

Ⅱ．東日本大震災における対応（法改正等の措置、予算措置） 

 
＜３月１３日（６月１日追加等）＞ 
 
 ○特定非常災害法の適用 

→特定非常災害の被害者の権利利益の保全等を図るための特別
措置に関する法律（以下「特定非常災害法」いう。）を東日本
大震災に適用 
・３月１３日、「平成２３年東北地方太平洋沖地震による災害
についての特定非常災害及びこれに対し適用すべき措置の

内閣府（防災担当）

資料２ 



2 
 

指定に関する政令」公布・施行 
【別紙２－１】 

・６月１日、「平成２３年東北地方太平洋沖地震による災害に
ついての特定非常災害及びこれに対し適用すべき措置の指
定に関する政令の一部を改正する政令」公布・施行 
 ～題名、特定非常災害名の名称変更（「東日本大震災」に） 
～適用措置の追加 

【別紙２－２】 
  （参考）特定非常災害法の概要 

存続期間（有効期間）が延長された許認可等一覧
（同法３条関係）  

【別紙２－３、別紙２－４】 
 
＜５月 ２日＞ 
 
○１次補正予算成立（５２０億円） 
→住宅被害の全容が明らかでない中で、暫定的に直ちに必要と

なる額を手当て（支援金ベースで約１，０４０億円） 
（基礎支援金（１０万世帯分）、加算支援金（１万世帯分）） 

【別紙３参照】 
 
 ○東日本大震災に対処するための特別の財政援助及び助成に関す

る法律（東日本大震災財特法） 
  →東日本大震災に対処するため、応急復旧等を迅速に進めるた

めの地方公共団体に対する財政援助や、被災者のための社会
保険料の減免、中小企業者に対する金融上の支援等の特別の
助成措置を規定             【別紙４参照】 

 
＜６月 ７日＞ 
 
 ○有識者合同ヒアリングの開催 
  →「被災者生活再建支援制度における相互扶助のあり方に関す

る有識者合同ヒアリング」を開催し、「相互扶助のあり方」に
テーマをしぼり意見聴取         【別紙５参照】 
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＜７月２５日＞ 
 
○２次補正予算成立（３，０００億円）  

  →東日本大震災の甚大な被害に鑑み、東日本大震災に限り、国
の補助率を８０％に引き上げる特例措置 

   （支給対象世帯数：約２０万世帯） 
 
○「東日本大震災財特法の一部を改正する法律」（国の負担割合を
８０％とする特例措置）（７月２９日公布・施行） 

   【別紙６参照】 
 
＜８月３０日＞ 
 
 ○差押禁止法による被災者生活再建支援法の一部改正（８月  

３０日公布・施行） 
  →「災害弔慰金の支給等に関する法律及び被災者生活再建支援法の一部を改正

する法律」（差押禁止法）において、支援金の差押禁止を規定 
【別紙７参照】 

 

Ⅲ．東日本大震災における対応（制度運用上の措置（通知等）） 

 
＜３月１１日＞ 
 
（○被災者生活再編支援法適用） 

→３月１２日から順次、適用地域を各都県において公示 
【別紙８参照】 

 
＜３月２２日＞ 
 
 ○被災者生活再建支援法の運用に係るＱ＆Ａの追加等の送付（各

都道府県あて） 
  →住民票の発行が困難な場合の申請時の添付書類の取扱いの追

加、り災証明書発行を受けていない場合の補足 
【別紙９参照】 

・住民票の取扱い 
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～住民票に代わるものとして、市町村発行の書面の添付で
も可能に 

・証明書類（り災証明書） 
～り災証明書の発行を受けていない場合も、住宅の倒壊が
確認できる写真の添付でも可能（り災証明書発行後は遅
滞なく提出） 

 
＜３月３１日＞ 
 
○住家被害認定迅速化のための調査方法について通知（各都道府
県あて） 
→り災証明書の前提となる住家の被害認定調査の迅速化につい
て、新たに通知            【別紙１０参照】 
・津波による住家被害 

   ～航空写真を活用した判定 
   ～損傷した住家の写真例を参考にした判定 

・地震による住家被害 
   ～簡易なイメージ図を活用した判定 

 
＜４月１２日＞ 
 
○支給手続の迅速化等について通知（各都道府県あて） 
→支給手続の一層の迅速化について以下を通知 

【別紙１１参照】 
・長期避難世帯等の積極的活用 

    ～津波により地域・集落全体が壊滅的被害を受け、社会的
インフラが失われたような地域については、り災証明書
がなくても支給金を支給できるよう、長期避難世帯  
に認定するよう促す 

   ・津波浸水区域におけるサンプル調査 
    ～当該区域の四隅に立地する住宅の調査等により、津波に

より概ね１階天井まで浸水したことが一見して明らかな
区域については、当該区域内の住宅全てを全壊と判定 

・住家被害認定迅速化のための調査方法の一部改定等 
    ～住家被害認定の調査方法に衛星写真を用いた簡便な調査

方法を追加等 
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・手続迅速化のための体制の強化 
   ～過去に被災経験のある市町村等の業務に携わった職員の

派遣要請、県市の合同審査などの体制の構築依頼 
 
＜４月２０日＞ 
 
○支給手続の簡素化について通知（各都道府県あて） 
→支給について一層の迅速化を図るため、手続を簡便に行う方
法を提示               【別紙１２参照】 
・住民票の取扱い 
～口頭質問により本人確認し、書面発行を行い、住民票に
代えることも可能に 

・預金通帳の写しについて 
～預金通帳を紛失した場合、金融機関名、支店名、口座番
号の申告により代えることが可能に 

・支援金の振り込み口座の開設 
   ～「犯罪による収益の移転防止に関する法律施行規則」改

正により、本人確認書類が全て紛失するなど本人確認が
困難な場合、暫定的な措置として、被災者の申告による
本人確認も可能となっている旨お知らせ 

 
＜５月 ２日＞ 
 
○地盤に係る住家被害認定の調査・判定方法について通知（各都
道府県あて） 
→今回の地盤の液状化による住家被害の実態に即した被害認定
が実施できるよう、その運用を見直し、通知 

【別紙１３－１、別紙１３－２参照】 
   （運用見直しのポイント） 
   ・基礎・床一体となった傾斜による判定の追加 
     四隅の傾斜の平均 
      １／６０以上１／２０未満  …大規模半壊（新規） 
      １／１００以上１／６０未満 …半壊（新規） 

・住家の基礎等の潜り込みによる判定を追加 
    潜り込み量 
     床上１ｍまで        …全壊 
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     床まで           …大規模半壊 
     基礎の天端下２５ｃｍまで  …半壊 
 
＜６月 １日＞ 
 
 ○被災者生活再建支援法の運用に係るＱ＆Ａの送付（各都道府県

等あて） 
 →Ｑ＆Ａの更新・送付（居住の確認方法）  【別紙１４参照】 

 
＜８月１８日＞ 
 
 ○制度の周知等の通知、被災者生活再建支援法の運用に係るＱ＆

Ａの送付（各都道府県等あて） 
  →被災者への制度の周知の依頼 
   ・基礎支援金のみ先に申請可能、賃貸住宅居住者も対象とな

る、住宅の再建方法変更の扱い等も併せて周知依頼 
→Ｑ＆Ａの更新・送付（居住の確認方法の追加） 

【別紙１５参照】 
 
＜その他、随時実施した事項＞ 
 
 ○被害認定等の現地説明会の開催 
  →３月２０日～８月３日の間、被害認定の現地説明会（一部支

援法説明会含む）を被災県ののべ２０箇所で開催 
   ・３／２０～４／１７（１５箇所） 

 被害認定の現地説明会 
   ・７／２７～８／３（５箇所） 

  支援法関連の通知等の周知、意見交換会も含め開催 
【別紙１６参照】 

 
 ○都道府県会館への支払い迅速化の働きかけ 
  →都道府県会館の事務処理体制 
   ・人員体制 
   ４月 →  ５月 →  ６月 →  ７月 
    ４人 → １２人 → ５０人 →１００人 
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 ○壁新聞、チラシなど 
  →被災者向け壁新聞に随時掲載 
   （４／１１、４／２２、４／２８、５／１１） 
  →生活支援・生活再建ハンドブック（政府広報）に掲載 
   （４／２８、５／１２、６／１５、８／１２、１１／３０） 
  →チラシを各都道府県等に随時送付 

（３／３１、４／２１） 
  →地方紙に掲載 
   （４／１６・１７、５／２１・２２、８／１３～１７） 
  →読売新聞ホームページに掲載 
   （９／１２～１８） 
  →在日外国人（首都圏）向けラジオ 
   （６／６～（４週間）） 
  →音声広報ＣＤ 
   （６月） 
  →パンフレット「被災者支援に関する各種制度の概要（東日本

大震災編）」を作成し、ホームページに掲載、都道府県を通じ
て市町村に送付 

   （４／２０作成、５／２７改訂、１１／２２改訂） 
【別紙１７－１～別紙１７－１５参照】 

 
（参考） 
 
○被災者生活再建支援金の支給状況（１２月１９日現在） 

   支給件数 約２０万４千件 
   支給額  約１，８５０億円 

【別紙１８参照】 
 
〇長期避難世帯数 
 →長期避難世帯として、岩手、宮城、福島の３県の１０市町で、

約１８，６５０世帯が見込まれている。 
  （地方公共団体より聴取） 

【別紙１９参照】 
 
 ○住家被害に係るり災証明書発行状況等 

（１２月１日現在、支援法適用都県における件数） 
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   住家被害調査済件数 約１０２万７千件 
【別紙２０参照】 

   り災証明書発行件数 約１３０万６千件 
【別紙２１参照】 

 


